
別紙第３号

公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名： 土佐清水市水道事業会計

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

基 本 方 針

区　　分

本市の水道事業財政状況については、収入においては料金収入が殆ど
をしめており、過疎化による人口減により料金収入は減少が見込まれ
る。支出については人件費、企業債償還金等が増加する見込みであ
り、健全経営には支出の削減が必要であり、職員数の削減、施設の総
合的な維持管理により修繕費の削減、漏水対策等による経費の削減を
図る。

公営企業経営健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

集中改革プラン（平成17年度～平成21年度）

広報に掲載、予算は3月議会へ補正予定、計画は議会へ説明公 表 の 方 法 等

計 画 名

土佐清水市長　西村伸一郎

資金不足比率    （％） 18.1（Ｈ19）0

92.8（Ｈ18）

構成団体名

公営企業債現在高（百万円）

11名

53円（H18） 1315（Ｈ18）

職員数※  (H19. 4. 1現在)

末端給水事業・簡易水道事業（上水道事業）

□適　用　 □非適用

団　　体　　名※

事　　業　　名

事業開始年月日 昭和4年1月28日 地方公営企業法の適用・非適用

既存計画との関係

計画策定責任者

計 画 期 間

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

内　　　容

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

0.283（Ｈ18）

0

0

利益剰余金又は積立金（百万円） 160（Ｈ18）

∨

∨



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

公営企業金融公庫資金

旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

80

16 16

繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
80繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

298,525

合　　計

120,961

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B) 120,961 97,988 79,576

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

水道事業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

120,961

97,988

97,988 79,576

298,525

298,525

79,576

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 定員管理の適正合理化

課 題 ② 維持管理費等の節減

課 題 ③ 未収金の徴収強化

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容

　本市の水道については上水道が３ヶ所、簡易水道が１７ヶ所あり、市
内の広範囲に点在している。収益的収入においては、そのほとんどが料
金収入であるが、過疎化による人口減で料金収入も年々減少することが
見込まれる。支出については、「土佐清水分屯基地周辺水道設置助成事
業」が国の補助事業（防衛施設局）として平成１８年度から２１年度ま
での４年間の事業決定となり、現在進めている。そのため企業債償還の
負担が平成２４年度から２６年度にかけて増加していくことが見込まれ
る。よって、今後の健全経営のためにも施設の総合的な維持管理、修繕
等を計画し、経費の削減、職員数の削減を行わなければならない。

未収金の徴収対策に取り組む。

収入については、過疎化による人口減のため給水収益は減少していくこ
とが見込まれる。よって支出の削減が必要であり、施設の総合的な維持
管理により、漏水対策、修繕費削減等を図らなければならない。

県内の類似団体と比べても職員数は多くないが、現業職員の退職後の補
充は行わず、現業職員の行っていた業務を民間業者へ委託を行うことに
より、職員数の削減及び経費の削減に取り組む。



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． (A) 342 333 321 314 310 309 307 307 306 305

(1) 341 332 320 314 309 308 306 306 305 304

(2) (B)

(3) 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２． 13 18 14 15 18 17 18 18 17 17

(1)

(2) 13 18 14 15 18 17 18 18 17 17

(C) 355 351 335 329 328 326 325 325 323 322

１． 229 231 240 234 232 259 230 230 229 229

(1) 69 66 70 68 67 101 71 71 71 71

37 35 38 36 36 41 38 38 38 38

23

32 31 32 32 31 37 33 33 33 33

(2) 86 91 97 92 86 83 83 83 82 82

26 24 24 23 22 22 22 22 22 22

10 11 11 13 14 13 13 13 13 13

3 1 1 1 2 1 1 1 1 1

47 55 61 55 48 47 47 47 46 46

(3) 74 74 73 74 79 75 76 76 76 76

２． 50 47 47 46 46 47 49 50 50 50

(1) 50 47 47 46 46 47 49 50 50 50

(2)

(D) 279 278 287 280 278 306 279 280 279 279

(C)-(D) (E) 76 73 48 49 50 20 46 45 44 43

(F)

(G) 2 2 2 1 1 2 1 1 1 1

(F)-(G) (H) -2 -2 -2 -1 -1 -2 -1 -1 -1 -1

74 71 46 48 49 18 45 44 43 42

(I)

(J) 227 297 376 361 458 369 371 371 371 371

70 145 116 94 40 38 35 35 35 35

(K) 37 43 68 25 65 63 60 60 60 60

36 42 67 24 14 14 14 14 14 14

(L)
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 342 333 321 314 310 309 307 307 306 305
資 金 不 足 比 率

×100

((M)／(N)×100)

）

材 料 費

そ の 他

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

流 動 負 債

営 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

経 常 損 益

そ の 他

う ち 未 払 金

基 本 給

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

）×100

経 費

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

動 力 費

修 繕 費



（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． 69 164 135 132 11 264 284 50 50 50

２．

３．

４．

５．

６． 21 13 6 16 336 76

７．

８． 8 1

９． 5

(A) 77 190 148 139 27 600 360 50 50 50

(B)

(A)-(B) (C) 77 190 148 139 27 600 360 50 50 50

１． 107 211 176 194 43 621 389 60 60 60

8 14 15 15 13 16 16 16 16 16

２． 47 52 53 51 52 55 63 79 79 79

３．

４．

５． 5 1 1 1 1 1 1

(D) 154 268 229 245 96 677 453 140 140 140

 (D)-(C) (E) 77 78 81 106 69 77 93 90 90 90

１． 53 59 74 98 68 71 83 81 81 81

２． 20 10

３．

４． 4 9 7 8 1 6 10 9 9 9

(F) 77 78 81 106 69 77 93 90 90 90

40 60 100 130 160 190 200 210 220 230

1,082 1,193 1,274 1,355 1,315 1,524 1,745 1,716 1,687 1,658

1,082 1,193 1,274 1,355 1,315 1524 1,745 1,716 1,687 1,658

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

9 10 11 12 15 18 21 23 24 25

1 2 3 3 5 6 7 9 9 9

8 8 8 9 10 12 14 14 15 16

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

純 計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

他 会 計 出 資 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

他 会 計 借 入 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

建 設 改 良 費
資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

計

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

うち料金収入に計上すべき繰入等



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） (決算見込)

資金不足比率 (％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

料金回収率※ (％) 90 90 91 90 91 91 91 91 91 91

総収支比率（法適用） (％) 126 125 116 117 118 119 112 112 111 111

経常収支比率（法適用） (％) 127 126 117 118 119 120 112 113 111 111

営業収支比率（法適用） (％) 149 144 134 134 135 138 127 129 128 127

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲)

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲)

(％) 3 3 3 4 5 6 6 7 7 8

うち基準内繰入金 (％) 11 20 27 25 33 33 33 39 38 36

うち基準外繰入金 (％) 89 80 73 75 67 67 67 61 62 64
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 75 75 75 67 60 50 43 43 40 38
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％)

うち基準内繰入金 (％)

うち基準外繰入金 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

資本的収入分

収益的収入分



（４）収支見通し策定の前提条件

財政当局との協議により今後もこの水準を維持していく。

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み

収入については、過疎による人口減により給水収益は年々減少していくことが見込まれる。支出については、市民生活に支障をき
たさないための水道水の水質保全及び安定給水に努めるとともに、経費節減による経営の健全化を図るため施設の老朽箇所等の
修繕や維持管理を計画的に取り組み経費節減を図る。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

「土佐清水分屯基地周辺水道設置助成事業」が国の補助事業（防衛施設局）として平成１８年度から２１年度までの４年間の事業決
定となり、現在進めている。このため平成２１年度までは大規模投資があるが、平成２２年度以降は大規模投資はある程度終了す
る。資産売却等は収入として見込めるものもは売却等検討するが、現状では具体的には見込んでいない。

料金収入は人口減により減少の見込みである。平成10年7月に料金改定を行ったが、近隣市町村と比較して料金は高くない。この
計画の中では料金改定は計画されていないが、今後の状況により改定の検討も必要になってくると思われる。



Ⅳ　経営健全化に関する施策

◇　技能労務職員に相当する職種に
　従事する職員等の給与のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

◇　福利厚生事業のあり方

２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
　民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　維持管理費等の縮減その他経営効率
　化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　　目 具　体　的　内　容

法の規準を上まわる、純減率で職員数の純減を行い、人件費総額についても計画的に削減を行っている。
１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
　費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

◇　国家公務員の給与構造改革を踏
　まえた給与構造の見直し、地域手
　当のあり方

検針、集金等は民間委託を行っている。現業職員の退職後は職員の補充はせず、民間業者に委託をしていく。

施設の総合的な維持管理を行うことにより漏水を小規模のうちに発見、修繕をし、大規模な漏水修理を防ぐことで経費の削減を図る。（課題②）

集中改革プランに基づき、純減目標を△５．７％（～平成２１年度）に設定し職員数の削減を行う。水道会計では県内の類似団体と比べても職員数
は多くないが、現業職員の退職後の補充は行わず、現業職員の行っていた業務を民間業者へ委託を行うことにより職員数の削減及び経費の削減
に取り組む。（課題①）また、平成２２年度以降についても土佐清水市の方針としてそれまでの状態が維持できるよう計画的に管理する。

国家公務員の給与構造改革に準じて給与構造の見直しを実施している。

現在、基本的な考え方について検討しており、具体的な取組も含め出来るだけ早期に公表できるよう努力している状況。

退職時の特別昇給については制度なし。

互助会が実施する福利厚生事業に対する公費支出の削減を行い、又、個別事業の見直しも行っている。



Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき）

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱに付した

　　　課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　上記に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標等」にその改善額を記入すること。

　　　なお、当該改善額が対前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減など）については、当該改善額の算出方法も併せて上記各欄に記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

未収金の徴収対策として、滞納者への催告書の送付、その後の追跡調査等により催告後も納入のない者には、電話による納入依頼、停水措置等
をより厳しく行うことにより、１８年度の未収料金２７，１１０千円のうち、年間３００千円（約１．１％）の増収を見込む。（課題③）

３　コスト等に見合った適正な料金水準への
　引上げ、売却可能資産の処分等による歳入
　の確保

○　料金水準が著しく低い団体にあって
　は、コスト等に見合った適正な料金水
　準への引き上げに向けた取組

項　　　　目

○　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開

４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入

５　その他

集中改革プランはＨＰ等で公表している。

平成１７年度より実施している。

具　体　的　内　容

料金収入は人口減により減少の見込みである。平成10年7月に料金改定を行ったが、近隣市町村と比較して料金は高くない。この計画の中では料
金改定は計画されていないが、今後の状況により改定の検討も必要になってくると思われる。



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標等　　※ 次頁以下（１）から（５）までの各事業別様式を参考に、以下の考え方に沿って策定すること。

（各事業共通留意事項）

　１．次頁以下の各事業別様式は、「年度別目標」を策定するに当たって参考となるよう例示的な様式を示したものであり、２に掲げた項目以外は必ずしも全ての項目に記入を要するものではなく、各団体の各事業の

　　状況にあわせて記入可能な項目のみ記入し又は独自の取組に応じた項目を立てて記入することは差し支えないものであること。

　２．各事業別様式は参考例示ではあるが、各様式中の「目標又は実績」欄の項目のうち、職員数、行政管理経費（人件費、物件費、維持補修費等）に該当する項目並びに累積欠損金比率及び企業債現在高は、年度別

　　目標策定に際して必須項目とされているので漏れがないよう留意すること。なお、これらの項目のうち、職員数、行政管理経費については、各団体(事業)の取組状況に応じて、適宜、細分化（例：職員数→職種別

　　に区分、正職員と臨時職員とを分離計上等）することは差し支えないこと。

　３．「目標又は実績」欄の項目中、「職員数」については、前年度との比較によりその増減数を各年度の「増減数」欄に計上するとともに、計画期間中の「増減数」の合計は「計画合計」欄に計上し、計画前５年間

　　の「増減数」の合計は「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　４．「目標又は実績」欄の項目の見直し施策実施に係る「改善額」は、原則として、当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後も継続するものとして、その後の各年度の改善額

　　を計上すること。

　５．４による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目（資産売却益、工事コスト縮減等）については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」

　　欄に計上すること。またその場合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　６．計画期間中に実施した見直し施策に係る「改善額」の合計については「計画合計」欄に計上すること。また、計画前５年間に実施した見直し施策に係る「改善額」の合計については「計画前５年間実績」欄に

　　計上すること。

　７．「改善額　合計」欄及び「計画前５年間改善額　合計」欄には、それぞれの期間に係る人件費（退職手当以外の職員給与費）その他改善額を計上することが可能なものの合計（「計画合計」及び「計画前５年間

　　実績」それぞれの合計）を記入すること。その際、同一項目に係る内訳に相当するもの等を重複計上することのないよう留意すること。

　８．「(参考) 補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５ 繰上償還希望額等」に記入した「旧資金

　　運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　９．以上の他、各事業別様式において、記入を求められている経営指標その他の項目等については各事業別様式の指示（留意事項）に従うこと。

　10．必要に応じて行を追加して記入すること。

施設の総合的な維持管理を行うことにより、漏水を小規模のうちに発見、修繕をし、大規模な漏水修理を防ぐことで経費の削減を図る。

未収金の徴収対策として、滞納者への催告書の送付、その後の追跡調査等により催告後も納入のない者には、電話による納入依頼、停水措置等をより厳しく行うことにより、１８年度の未収
料金２７，１１０千円のうち、年間３００千円（約１.１％）の増収を見込む。

課　題

②　維持管理費等の節減

③　未収金の徴収強化

取　組　み　及　び　目　標



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（１）水道事業
　　①　年度別目標 （単位：百万円、％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

 改善額（料金の適正化）※１

 改 善 額 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 1.5

 改 善 額（負担金の確保等）

 改 善 額（収入増額）

 改 善 額

 改 善 額

 改 善 額

10 10 10 10 10 11 10 10 10 10

0 0 0 0 0 0 1 -1 0 0 0 0

86 91 97 92 86 83 83 83 82 82

 改 善 額（適正化） 3 3 3 4 4 17

 改 善 額（縮減額）

 改 善 額

1082 1193 1274 1355 1315 1524 1745 1716 1687 1658

22 111 81 81 -40 209 221 -29 -29 -29

　注１　「課題」欄については、「１　主な課題と取組み及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 18.5

16

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。また、会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。

②　経営状況
平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）
（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

 給水人口　　　　　（千人） 18 18 17 17 17 17 17 16 16 16

 年間総有収水量　　（千㎥） 2602 2546 2460 2397 2362 2334 2356 2350 2350 2350

 公称施設能力　　（㎥／日） 17053 17053 17053 17053 17053 17053 17053 17453 17453 17453

 １日最大配水量　（㎥／日） 14856 15508 16437 16437 16446 16468 16450 16450 16450 16450

 最大稼働率　　　　（％） 87.1 90.9 96.4 96.4 96.4 96.6 96.5 96.5 96.5 96.5

 供給単価　　　　（円／㎥） 117 117 124 124 125 125 126 126 127 127

 給水原価　　　　（円／㎥） 100 103 112 115 116 118 119 119 120 120

③　簡易水道事業の統合に係る基本方針
　注　「統合計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論をとりまとめる時期」を具体的に記載すること。

市で管理している水道事業については、すべて事業統合を行い土佐清水市上水道に一本化する。組合営の飲料水供給施設については、地元の意向により現在の体制を継続する。

統合に向けての検討体制、検討の方向性及び結論の取りまとめについては平成２２年３月までに取りまとめる。

 増 減 数          (人)

　職員給与費（退職手当）

その他（　　　　　　）

工事コスト※２

維持管理費等(修繕費・材料費等)

　　２　※１「改善額（料金の適正化）」については、「料金改定に伴う料金増収額」を記入すること。
　　　　※２「工事コスト」については、工法の見直し等による建設コストの縮減（建設改良費の抑制は除く。）を記入すること。
　　３　改善額の算出方法については、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

給与水準

その他（　　　　）

職員給与費の適正化

職員数             (人)

【収入の確保】

一般会計負担金の額

計画合計目標又は実績
計画前５年間

実　績

③

計画前５年間改善額　合計

【経費の削減】

　職員給与費（退職手当以外）

 改 善 額

資産の有効活用

その他（　　　　　　）

未収金の徴収対策

料金改定率

課　題

②

企業債現在高

累積欠損金比率

増　減

増　減



Ⅰ

				別紙第３号

				公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画 コウテキシキンホショウキンメンジョクリアゲショウカンカカコウエイキギョウケイエイケンゼンカケイカク

				Ⅰ　基本的事項 キホンテキジコウ

				１　事業の概要 ジギョウガイヨウ										特別会計名： 土佐清水市水道事業会計 トクベツカイケイメイトサシミズシスイドウジギョウカイケイ

				事　　業　　名 コトギョウメイ						末端給水事業・簡易水道事業（上水道事業） マッタンキュウスイジギョウカンイスイドウジギョウジョウスイドウジギョウ

				事業開始年月日 ジギョウカイシネンガッピ						10,621				地方公営企業法の適用・非適用 チホウコウエイキギョウホウテキヨウヒテキヨウ						□適　用　 □非適用 テキヨウヒテキヨウ

				団　　体　　名※ ダンカラダメイ										職員数※  (H19. 4. 1現在) ショクインスウゲンザイ						11名 メイ

						構成団体名 コウセイダンタイメイ

				注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合 チュウジギョウジッシダンタイイチブジムクミアイトウイチブジムクミアイコウイキレンゴウオヨキギョウダンイカオナバアイ

				　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。 ダンタイメイランイチブジムクミアイトウメイショウキサイコウセイダンタイメイランコウセイダンタイメイレッキ

				　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。 ショクインスウラントウガイジギョウジュウジゼンショクインスウキサイ

				２　財政指標等 ザイセイシヒョウトウ

				資本費 シホンヒ						53円（H18） エン				公営企業債現在高（百万円） コウエイキギョウサイゲンザイダカヒャクマンエン						1315（Ｈ18）

				累積欠損金   （百万円） ルイセキケッソンキンヒャクマンエン						0				利益剰余金又は積立金（百万円） リエキジョウヨキンマタツミタテキンヒャクマンエン						160（Ｈ18）

				不良債務     （百万円） フリョウサイムヒャクマンエン						0				財政力指数※ ザイセイリョクシスウ						0.283（Ｈ18）

				資金不足比率    （％） シキンブソクヒリツ						0				実質公債費比率※ （％） ジッシツコウサイヒヒリツ						18.1（Ｈ19）

														経常収支比率※   （％） ケイジョウシュウシヒリツ						92.8（Ｈ18）

				注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。 チュウヘイセイネンドマタヘイセイネンドコウエイキギョウケッサンジョウキョウチョウサチホウザイセイジョウキョウチョウサトウホウコクスウチキニュウ

				　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を ザイセイリョクシスウジッシツコウサイヒヒリツオヨケイジョウシュウシヒリツトウガイジギョウケイエイシュタイチホウコウキョウダンタイスウチ

		　		　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも キサイトウガイジギョウイチブジムクミアイトウケイエイバアイコウセイダンタイカクスウチカジュウヘイキン

				　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0 キサイキュウシキンウンヨウブシキンオヨキュウカンイセイメイホケンシキンタイショウザイセイリョク

				　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。） イジョウダンタイクブンコウセイダンタイナカモットヒクザイセイリョクシスウキサイ

				３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容 ガッペイシチョウソントウコウエイキギョウトウゴウトウナイヨウ

				　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし シンポウガッペイシチョウソンガッペイヨテイシチョウソンコウエイキギョウトウゴウトウナイヨウキュウホウガッペイシチョウソンコウエイキギョウトウゴウトウナイヨウガイトウ

				注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律 チュウシンホウガッペイシチョウソンガッペイヨテイシチョウソンシチョウソンガッペイトクレイトウカンホウリツヘイセイネンホウリツ

				　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町 ダイゴウダイジョウダイコウキテイガッペイシチョウソンオヨドウジョウダイコウキテイシチョウソンガッペイシチョウ

				　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。 ムラチホウジチホウショウワネンホウリツダイゴウダイジョウダイコウキテイコクジ

				　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２ キュウホウガッペイシチョウソンシチョウソンガッペイトクレイカンホウリツショウワネンホウリツダイゴウダイジョウダイ

				　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された コウキテイガッペイシチョウソンヘイセイネンガツニチイゴドウジョウダイコウキテイシチョウソンガッペイセッチ

				　　ものに限る。）をいう。 カギ

				　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。 ツウエナイヨウキサイ

				４　公営企業経営健全化計画の基本方針等 コウエイキギョウケイエイケンゼンカケイカクキホンホウシントウ

				区　　分 クブン						内　　　容 ウチカタチ

				計画名 ケイガメイ						公営企業経営健全化計画 コウエイキギョウケイエイケンゼンカケイカク

				計画期間 ケイカクキカン						平成１９年度～平成２３年度 ヘイセイネンドヘイセイネンド

				計画策定責任者 ケイカクサクテイセキニンシャ						土佐清水市長　西村伸一郎 トサシミズシチョウニシムラシンイチロウ

				既存計画との関係 キゾンケイカクカンケイ						集中改革プラン（平成17年度～平成21年度） シュウチュウカイカクヘイセイネンドヘイセイネンド

				公表の方法等 コウヒョウホウホウトウ						広報に掲載、予算は3月議会へ補正予定、計画は議会へ説明 コウホウケイサイヨサンガツギカイホセイヨテイケイカクギカイセツメイ

				基本方針 キホンホウシン						本市の水道事業財政状況については、収入においては料金収入が殆どをしめており、過疎化による人口減により料金収入は減少が見込まれる。支出については人件費、企業債償還金等が増加する見込みであり、健全経営には支出の削減が必要であり、職員数の削減、施設の総合的な維持管理により修繕費の削減、漏水対策等による経費の削減を図る。 ホンシスイドウジギョウザイセイジョウキョウシュウニュウリョウキンシュウニュウホトンカソカジンコウゲンリョウキンシュウニュウゲンショウミコシシュツジンケンヒキギョウサイショウカンキントウゾウカミコケンゼンケイエイシシュツサクゲンヒツヨウショクインスウサクゲンシセツソウゴウテキイジカンリシュウゼンヒサクゲンロウスイタイサクトウケイヒサクゲンハカ

				　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。 チュウケイカクキカンゲンソクヘイセイネンドネンドネン



∨

∨



Ⅰ（つづき）

				Ⅰ　基本的事項（つづき） キホンテキジコウ

				５　繰上償還希望額等 クリアゲショウカンキボウガクトウ																																						(単位：百万円) タンイヒャクマンエン

				区　　　分 クブン								年利５％以上６％未満 イジョウミマン										年利６％以上７％未満 イジョウミマン										年利７％以上 イジョウ										合　　計 ゴウケイ

				旧資金運用部資金 キュウシキンウンヨウブシキン				繰上償還希望額 クリアゲショウカンキボウガク																								80										80

										補償金免除額  ホショウキンメンジョガク																						16										16

				旧簡易生命保険資金 キュウカンイセイメイホケンシキン				繰上償還希望額 クリアゲショウカンキボウガク

				公営企業金融公庫資金 コウエイキギョウキンユウコウコシキン				繰上償還希望額 クリアゲショウカンキボウガク

				注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準 チュウキュウシキンウンヨウブシキンホショウキンメンジョガクランケイカクテイシュツマエイッテイキジュン

				　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確 ヒキンリドウコウオウサンシュツヨテイガクカクチホウコウキョウダンタイショザイチカンカツザイムショウザイムキョクザイムジムショアラカジソウダンチョウセイウエアキラ

				　認した補償金免除(見込)額を記入すること。 シノブホショウキンメンジョミコミガクキニュウ

				６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況 ヘイセイネンドマツネンリイジョウチホウサイゲンザイダカジョウキョウ

				【旧資金運用部資金】 キュウシキンウンヨウブシキン																																						(単位：千円) タンイセンエン

				事業債名 ジギョウサイメイ								年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利７％以上
（平成19年度末残高） イジョウヘイセイネンドマツザンダカ										合　　計 ゴウケイ

				公営企業債 コウエイキギョウサイ		水道事業 スイドウジギョウ						120,961										97,988										79,576										298,525

				合　　　計　　　　 (A) ゴウケイ								120,961										97,988										79,576										298,525

				※上記のうち
一般会計負担分
(再掲) ジョウキイッパンカイケイフタンブンサイケイ

				合　　　計　　　　 (B) ゴウケイ

				公営企業で負担するもの (A)-(B) コウエイキギョウフタン								120,961										97,988										79,576										298,525

				【旧簡易生命保険資金】 キュウカンイセイメイホケンシキン																																						(単位：千円) タンイセンエン

				事業債名 ジギョウサイメイ								年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高） イジョウミマンヘイセイネンドマツザンダカ										年利７％以上
(平成20年度9月期残高) イジョウヘイセイネンドガツキザンダカ										合　　計 ゴウケイ

				公営企業債 コウエイキギョウサイ

				合　　　計　　　　 (A) ゴウケイ

				※上記のうち
一般会計負担分
(再掲) ジョウキイッパンカイケイフタンブンサイケイ

				合　　　計　　　　 (B) ゴウケイ

				公営企業で負担するもの (A)-(B) コウエイキギョウフタン

				【公営企業金融公庫資金】 コウエイキギョウキンユウコウコシキン																																						(単位：千円) タンイセンエン

				事業債名 ジギョウサイメイ								年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高) イジョウミマンヘイセイネンドガツキザンダカ										年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高) イジョウミマンヘイセイネンドガツキザンダカ										年利７％以上
(平成19年度末残高) イジョウヘイセイネンドマツザンダカ										合　　計 ゴウケイ

				公営企業債 コウエイキギョウサイ

				合　　　計　　　　 (A) ゴウケイ

				※上記のうち
一般会計負担分
(再掲) ジョウキイッパンカイケイフタンブンサイケイ

				合　　　計　　　　 (B) ゴウケイ

				公営企業で負担するもの (A)-(B) コウエイキギョウフタン

				注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。 チュウチホウサイケイカククブンキニュウ

				　２　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅱ

		

				Ⅱ　財務状況の分析 ザイムジョウキョウブンセキ

				区　　分 クブン		内　　　　容 ウチカタチ

				財務上の特徴 ザイムジョウトクチョウ		　本市の水道については上水道が３ヶ所、簡易水道が１７ヶ所あり、市内の広範囲に点在している。収益的収入においては、そのほとんどが料金収入であるが、過疎化による人口減で料金収入も年々減少することが見込まれる。支出については、「土佐清水分屯基地周辺水道設置助成事業」が国の補助事業（防衛施設局）として平成１８年度から２１年度までの４年間の事業決定となり、現在進めている。そのため企業債償還の負担が平成２４年度から２６年度にかけて増加していくことが見込まれる。よって、今後の健全経営のためにも施設の総合的な維持管理、修繕等を計画し、経費の削減、職員数の削減を行わなければならない。　　　　　　　　　　 ホンシスイドウジョウスイドウショカンイスイドウショシナイコウハンイテンザイシュウエキテキシュウニュウリョウキンシュウニュウカソカジンコウゲンリョウキンシュウニュウネンネンゲンショウミコシシュツトサシミズブントンキチシュウヘンスイドウセッチジョセイジギョウクニホジョジギョウボウエイシセツキョクヘイセイネンドネンドネンカンジギョウケッテイゲンザイススキギョウサイショウカンフタンヘイセイネンドネンドゾウカミココンゴケンゼンケイエイシセツソウゴウテキイジカンリシュウゼントウケイカクケイヒサクゲンショクインスウサクゲンオコナ

				経営課題 ケイエイカダイ		課題① カダイ		定員管理の適正合理化 テイインカンリテキセイゴウリカ

						県内の類似団体と比べても職員数は多くないが、現業職員の退職後の補充は行わず、現業職員の行っていた業務を民間業者へ委託を行うことにより、職員数の削減及び経費の削減に取り組む。 ケンナイルイジダンタイクラショクインスウオオゲンギョウショクインタイショクゴホジュウオコナゲンギョウショクインオコナギョウムミンカンギョウシャイタクオコナショクインスウサクゲンオヨケイヒサクゲントク

						課題② カダイ		維持管理費等の節減 イジカンリヒトウセツゲン

						収入については、過疎化による人口減のため給水収益は減少していくことが見込まれる。よって支出の削減が必要であり、施設の総合的な維持管理により、漏水対策、修繕費削減等を図らなければならない。 シュウニュウカソカジンコウゲンキュウスイシュウエキゲンショウミコシシュツサクゲンヒツヨウシセツソウゴウテキイジカンリロウスイタイサクシュウゼンヒサクゲントウハカ

						課題③ カダイ		未収金の徴収強化 ミシュウキンチョウシュウキョウカ

						未収金の徴収対策に取り組む。 ミシュウキンチョウシュウタイサクトク

						課題④ カダイ

						課題⑤ カダイ

				留意事項 リュウイジコウ

				注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ チュウザイムジョウトクチョウランジギョウカンキョウチイキトクセイトウフキサイケイエイシヒョウトウ

				　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。 オコナ

				　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維 ケイエイランリョウキンスイジュンテキセイカシサンユウコウカツヨウキュウヨスイジュンテイインカンリテキセイゴウリカユイ

				　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体 モチカンリヒトウキョウキュウセツゲンゴウリカシホントウカヨクセイミンカンテキケイエイシュホウトウドウニュウトウ

				　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す ニンシキキョウエイジョウカダイ

				　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。 リユウルイジダンタイトウヒカクマジグタイテキセツメイ

				　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記 ランケイエイケイエイジコウキ

				　　載すること。 ミツル

				　４　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅲ①

		Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業） コンゴケイエイジョウキョウミトオホウテキヨウキギョウ

		（１）収益的収支、資本的収支 シュウエキテキシュウシシホンテキシュウシ

																																						（単位：百万円，％） ヒャクマン

																年　　　　　　度 ネンド				平成１４年度 ヘイセイネンド		平成１５年度 ヘイセイネンド		平成１６年度 ヘイセイネンド		平成１７年度 ヘイセイネンド		平成１８年度 ヘイセイネンド		平成１９年度 ヘイセイネンド		平成２０年度 ヘイセイネンド		平成２１年度 ヘイセイネンド		平成２２年度 ヘイセイネンド		平成２３年度 ヘイセイネンド

																				（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクゼンネンド		（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

				区　　　　　　分 クブン																（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		(決算見込) ケッサンミコ

		収益的収支 シュウエキテキシュウシ		収益的収入 シュウエキテキシュウニュウ		１．		営業収益 エイギョウシュウエキ										(A)		342		333		321		314		310		309		307		307		306		305

						(1)				料金収入 リョウキンシュウニュウ										341		332		320		314		309		308		306		306		305		304

						(2)				受託工事収益 ジュタクコウジシュウエキ								(B)		0

						(3)				その他 タ										1		1		1				1		1		1		1		1		1

						２．		営業外収益 エイギョウガイシュウエキ												13		18		14		15		18		17		18		18		17		17

						(1)				補助金 ホジョキン										0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

												他会計補助金 タカイケイホジョキン

												その他補助金 タホジョキン

						(2)				その他 タ										13		18		14		15		18		17		18		18		17		17

						収入計 シュウニュウケイ												(C)		355		351		335		329		328		326		325		325		323		322

				収益的支出 シュウエキテキシシュツ		１．		営業費用 エイギョウヒヨウ												229		231		240		234		232		259		230		230		229		229

						(1)				職員給与費 ショクインキュウヨヒ										69		66		70		68		67		101		71		71		71		71

												基本給 キホンキュウ								37		35		38		36		36		41		38		38		38		38

												退職手当 タイショクテアテ								0										23

												その他 タ								32		31		32		32		31		37		33		33		33		33

						(2)				経費 ケイヒ										86		91		97		92		86		83		83		83		82		82

												動力費 ドウリョクヒ								26		24		24		23		22		22		22		22		22		22

												修繕費 シュウゼンヒ								10		11		11		13		14		13		13		13		13		13

												材料費 ザイリョウヒ								3		1		1		1		2		1		1		1		1		1

												その他 タ								47		55		61		55		48		47		47		47		46		46

						(3)				減価償却費 ゲンカショウキャクヒ										74		74		73		74		79		75		76		76		76		76

						２．		営業外費用 エイギョウガイヒヨウ												50		47		47		46		46		47		49		50		50		50

						(1)				支払利息 シハライリソク										50		47		47		46		46		47		49		50		50		50

						(2)				その他 タ

						支出計 シシュツケイ												(D)		279		278		287		280		278		306		279		280		279		279

				経常損益 ケイジョウソンエキ												(C)-(D)		(E)		76		73		48		49		50		20		46		45		44		43

		特別利益 トクベツリエキ																(F)

		特別損失 トクベツソンシツ																(G)		2		2		2		1		1		2		1		1		1		1

		特別損益 トクベツソンエキ														(F)-(G)		(H)		(2)		(2)		(2)		(1)		(1)		(2)		(1)		(1)		(1)		(1)

		当年度純利益（又は純損失） トウネンドジュンリエキマタジュンソンシツ														(E)+(H)				74		71		46		48		49		18		45		44		43		42

		繰越利益剰余金又は累積欠損金 クリコシリエキジョウヨキンマタルイセキケッソンキン																(I)

		流動資産 リュウドウシサン																(J)		227		297		376		361		458		369		371		371		371		371

												うち未収金 ミシュウキン								70		145		116		94		40		38		35		35		35		35

		流動負債																(K)		37		43		68		25		65		63		60		60		60		60

												うち一時借入金 イチジカリイレキン

												うち未払金 ミハラキン								36		42		67		24		14		14		14		14		14		14

		不良債務 フリョウサイム																(L)

		累積欠損金比率（ ルイセキケッソンキンヒリツ												( I )		×100		）

														(A)-(B)

		不良債務比率（ フリョウサイムヒリツ												(L)		×100		）

														(A)-(B)

		地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額 チホウザイセイホウシコウレイダイジョウダイコウサンテイシキンフソクガク																(M)		0

		営業収益－受託工事収益 エイギョウシュウエキジュタクコウジシュウエキ														(A)-(B)		(N)		342		333		321		314		310		309		307		307		306		305

		資金不足比率 シキンブソクヒリツ												((M)／(N)×100)

		資本的収支 シホンテキシュウシ		資本的収入 シホンテキシュウニュウ		１．		企業債 キギョウサイ												69		164		135		132		11		264		284		50		50		50

						２．		他会計出資金 タカイケイシュッシキン

						３．		他会計補助金 タカイケイホジョキン

						４．		他会計負担金 タカイケイフタンキン

						５．		他会計借入金 タカイケイカリイレキン

						６．		国（都道府県）補助金 クニトドウフケンホジョキン														21		13		6		16		336		76

						７．		固定資産売却代金 コテイシサンバイキャクダイキン

						８．		工事負担金 コウジフタンキン												8						1

						９．		その他 タ														5

						計 ケイ												(A)		77		190		148		139		27		600		360		50		50		50

						(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額 ヨクネンドクコシシュツザイゲンジュウトウガク												(B)

						純　　　　　　　　　　　　計 ジュンケイ										(A)-(B)		(C)		77		190		148		139		27		600		360		50		50		50

				資本的支出 シホンテキシシュツ		１．		建設改良費 ケンセツカイリョウヒ												107		211		176		194		43		621		389		60		60		60

								うち職員給与費 ショクインキュウヨヒ												8		14		15		15		13		16		16		16		16		16

						２．		企業債償還金 キギョウサイショウカンキン												47		52		53		51		52		55		63		79		79		79

						３．		他会計長期借入返還金 タカイケイチョウキカリイレヘンカンキン

						４．		他会計への支出金 タカイケイシシュツキン

						５．		その他 タ														5						1		1		1		1		1		1

						計 ケイ												(D)		154		268		229		245		96		677		453		140		140		140

		資本的収入額が資本的支出額に不足する額 シホンテキシュウニュウガクシホンテキシシュツガクフソクガク														(D)-(C)		(E)		77		78		81		106		69		77		93		90		90		90

		補てん財源 ホザイゲン				１．		損益勘定留保資金 ソンエキカンジョウリュウホシキン												53		59		74		98		68		71		83		81		81		81

						２．		利益剰余金処分額 リエキジョウヨキンショブンガク												20		10

						３．		繰越工事資金 クリコシコウジシキン

						４．		その他 タ												4		9		7		8		1		6		10		9		9		9

						計 ケイ												(F)		77		78		81		106		69		77		93		90		90		90

		補てん財源不足額 ホザイゲンフソクガク														(E)-(F)				0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						積立金現在高 ツミタテキンゲンザイダカ														40		60		100		130		160		190		200		210		220		230

						企業債現在高 キギョウサイゲンザイダカ														1,082		1,193		1,274		1,355		1,315		1,524		1,745		1,716		1,687		1,658

								うち建設改良費・準建設改良費に係るもの ケンセツカイリョウヒジュンケンセツカイリョウヒカカ												1,082		1,193		1,274		1,355		1,315		1524		1,745		1,716		1,687		1,658

								うちその他に係るもの タカカ

		（２）他会計繰入金 ホカカイケイクリイレキン																																		（単位：百万円） ヒャクマン

														年　　　　　度 トシド						平成１４年度 ヘイセイネンド		平成１５年度 ヘイセイネンド		平成１６年度 ヘイセイネンド		平成１７年度 ヘイセイネンド		平成１８年度 ヘイセイネンド		平成１９年度 ヘイセイネンド		平成２０年度 ヘイセイネンド		平成２１年度 ヘイセイネンド		平成２２年度 ヘイセイネンド		平成２３年度 ヘイセイネンド

																				（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクゼンネンド		（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

						区　　　　　分 クブン														（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		(決算見込) ケッサンミコ

		収益的収支分 シュウエキテキシュウシブン																		9		10		11		12		15		18		21		23		24		25

								うち基準内繰入金 キジュンナイクリイレキン												1		2		3		3		5		6		7		9		9		9

								うち基準外繰入金 キジュンガイクリイレキン												8		8		8		9		10		12		14		14		15		16

										うち料金収入に計上すべき繰入等 リョウキンシュウニュウケイジョウクリイレトウ										6		6		6		6		6		6		6		6		6		6

										うち赤字補てん的なもの アカジホテキ

		資本的収支分 シホンテキシュウシブン

								うち基準内繰入金 キジュンナイクリイレキン

								うち基準外繰入金 キジュンガイクリイレキン

										うち赤字補てん的なもの アカジホテキ
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		（３）経営指標等 ケイエイシヒョウトウ																												(単位：％) タンイ

														平成14年度 ヘイセイネンド		平成15年度 ヘイセイネンド		平成16年度 ヘイセイネンド		平成17年度 ヘイセイネンド		平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド

														（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクゼンネンド		（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

														（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		（決算） ケッサン		(決算見込) ケッサンミコ

		資金不足比率 シキンブソクヒリツ								(％)		(再掲) サイケイ		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		繰入前経常収支比率								(％)

		料金回収率※ リョウキンカイシュウリツ								(％)				90		90		91		90		91		91		91		91		91		91

		総収支比率（法適用） ソウシュウシヒリツホウテキヨウ								(％)				126		125		116		117		118		119		112		112		111		111

		経常収支比率（法適用） ケイジョウシュウシヒリツホウテキヨウ								(％)				127		126		117		118		119		120		112		113		111		111

		営業収支比率（法適用） エイギョウシュウシヒリツホウテキヨウ								(％)				149		144		134		134		135		138		127		129		128		127

		累積欠損金比率（法適用） ルイセキケッソンキンヒリツホウテキヨウ								(％)		(再掲) サイケイ

		収益的収支比率（法非適用） シュウエキテキシュウシヒリツホウヒテキヨウ								(％)		(再掲) サイケイ

		不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用） フリョウサイムヒリツホウテキヨウマタアカジヒリツホウヒテキヨウ								(％)		(再掲) サイケイ

		繰入金比率 クリイレキンヒリツ		収益的収入分 シュウエキテキシュウニュウブン						(％)				3		3		3		4		5		6		6		7		7		8

								うち基準内繰入金 キジュンナイクリイレキン		(％)				11		20		27		25		33		33		33		39		38		36

								うち基準外繰入金 キジュンガイクリイキン		(％)				89		80		73		75		67		67		67		61		62		64

								　うち料金収入に計上すべき繰入等		(％)				75		75		75		67		60		50		43		43		40		38

								　うち赤字補てん的なもの　　　　		(％)

				資本的収入分 シホンテキシュウニュウブン						(％)

								うち基準内繰入金 キジュンナイクリイレキン		(％)

								うち基準外繰入金 キジュンガイクリイキン		(％)

								　うち赤字補てん的なもの　　　　		(％)

		注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。 チュウジョウキカクシヒョウサンシュツホウホウツギ

		　 (1) 資金不足比率（％） シキンブソクヒリツ

		　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００ チホウコウエイキギョウホウテキヨウキギョウバアイ

		　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００ チホウコウエイキギョウホウヒテキヨウキギョウバアイ

		　 (2) 繰入前経常収支比率（％） クリイレマエケイジョウシュウシヒリツ

		　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常収益(収益的収入計)－他会計繰入金(収益的収支分のうち基準外繰入金)）／経常費用(収益的支出計) ×１００ チホウコウエイキギョウホウテキヨウキギョウバアイケイジョウシュウエキシュウエキテキシュウニュウケイタカイケイクリイレキンシュウエキテキシュウシブンキジュンガイクリイレキンケイジョウヒヨウシュウエキテキシシュツケイ

		　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（収益的収入計(総収益)－他会計繰入金(収益的収支分のうち基準外繰入金)）／（収益的支出計(総費用)＋地方債償還金(資本的支出に係るもの)）×１００ チホウコウエイキギョウホウヒテキヨウキギョウバアイ

		　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００ ソウシュウシヒリツソウシュウエキソウヒヨウ

		　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００ ケイジョウシュウシヒリツケイジョウシュウエキケイジョウヒヨウ

		　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００ エイギョウシュウシヒリツエイギョウシュウエキジュタクコウジシュウエキエイギョウヒヨウジュタクコウジヒヨウ

		　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００ ルイセキケッソンキンヒリツルイセキケッソンキンエイギョウシュウエキジュタクコウジシュウエキ

		　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００ シュウエキテキシュウシヒリツソウシュウエキソウヒヨウチホウサイショウカンキン

		　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００ フリョウサイムヒリツマタアカジヒリツフリョウサイムマタジッシツアカジガクエイギョウシュウエキジュタクコウジシュウエキ

		　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００ クリイレキンヒリツマタシホンテキシュウニュウゾクタカイケイクリイレキンマタシホンテキシュウニュウ

		　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。 ジョウキシヒョウリョウキンカイシュウリツスイドウジギョウカンイスイドウジギョウフクコウギョウヨウスイドウジギョウオヨゲスイドウジギョウゲスイドウジギョウシヨウリョウカイシュウリツキサイ

		　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法 スイドウジギョウコウギョウヨウスイドウジギョウカカリョウキンカイシュウリツサンシュツホウホウ

		　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００ リョウキンカイシュウリツキョウキュウタンカキュウスイゲンカ

		　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの） キョウキュウタンカエンキュウスイシュウエキネンカンソウユウシュウスイリョウコウギョウヨウスイドウジギョウリョウキンサンテイカカ

		　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの） キュウスイゲンカエンケイジョウヒヨウジュタクコウジヒザイリョウオヨフヨウヒンバイキャクゲンカフタイジギョウヒキジュンナイクリイレキンスイドウジギョウネンカンソウユウオサムスイリョウコウギョウヨウスイドウジギョウリョウキンサンテイカカワ

		　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。 タダカンイスイドウジギョウカキ

		　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量 チホウコウエイキギョウホウテキヨウキギョウバアイケイジョウヒヨウジュタクコウジヒザイリョウオヨフヨウヒンバイキャクゲンカフタイジギョウヒキジュンナイクリイレキンゲンカショウキャクヒキギョウサイショウカンキンネンカンソウユウシュウスイリョウ

		　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量 チホウコウエイキギョウホウヒテキヨウキギョウバアイソウヒヨウジュタクコウジヒキジュンナイクリイレキンチホウサイショウカンキンネンカンソウユウシュウスイリョウ

		　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法 ゲスイドウジギョウカカシヨウリョウカイシュウリツサンシュツホウホウ

		　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００ シヨウリョウカイシュウリツシヨウリョウシュウニュウオスイショリヒ

		（４）収支見通し策定の前提条件 シュウシミトオサクテイゼンテイジョウケン

		条件項目 ジョウケンコウモク												収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件） シュウシミトオサクテイアカンガカタゼンテイジョウケン

		１　料金設定の考え方、料金収入の見込み リョウキンセッテイカンガカタリョウキンシュウニュウミコ												料金収入は人口減により減少の見込みである。平成10年7月に料金改定を行ったが、近隣市町村と比較して料金は高くない。この計画の中では料金改定は計画されていないが、今後の状況により改定の検討も必要になってくると思われる。 リョウキンシュウニュウジンコウゲンゲンショウミコヘイセイネンガツリョウキンカイテイオコナキンリンシチョウソンヒカクリョウキンタカケイカクナカリョウキンカイテイケイカクコンゴジョウキョウカイテイケントウヒツヨウオモ

		２　他会計繰入金の見込み タカイケイクリイレキンミコ												財政当局との協議により今後もこの水準を維持していく。 ザイセイトウキョクキョウギコンゴスイジュンイジ

		３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み ダイキボトウシウムシサンバイキャクトウシュウニュウミコ												「土佐清水分屯基地周辺水道設置助成事業」が国の補助事業（防衛施設局）として平成１８年度から２１年度までの４年間の事業決定となり、現在進めている。このため平成２１年度までは大規模投資があるが、平成２２年度以降は大規模投資はある程度終了する。資産売却等は収入として見込めるものもは売却等検討するが、現状では具体的には見込んでいない。 ヘイセイネンドダイキボトウシヘイセイネンドイコウダイキボトウシテイドシュウリョウシサンバイキャクトウシュウニュウミコバイキャクトウケントウゲンジョウグタイテキミコ

		４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの タシュウシミトオサクテイアゼンテイ												収入については、過疎による人口減により給水収益は年々減少していくことが見込まれる。支出については、市民生活に支障をきたさないための水道水の水質保全及び安定給水に努めるとともに、経費節減による経営の健全化を図るため施設の老朽箇所等の修繕や維持管理を計画的に取り組み経費節減を図る。 シュウニュウカソジンコウゲンキュウスイシュウエキネンネンゲンショウミコシシュツシミンセイカツシショウスイドウスイスイシツホゼンオヨアンテイキュウスイツトケイヒセツゲンケイエイケンゼンカハカシセツシュウゼンイジカンリケイカクテキトクケイヒセツゲンハカ

		　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。 チュウシュウシミトオサクテイアゼンテイモチカクシュカテイゼンテイジョウケンカククブンシタガグタイテキカンガカタキニュウ

		　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅳ

		

		Ⅳ　経営健全化に関する施策 ケイエイケンゼンカカンセサク

		項　　　　目 コウメ										具　体　的　内　容 グカラダマトナイカタチ

		１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
　費の総額の削減 ギョウカクスイシンホウウワマワショクインスウジュンゲンヒトケンヒソウガクサクゲン										法の規準を上まわる、純減率で職員数の純減を行い、人件費総額についても計画的に削減を行っている。 ホウキジュンウワジュンゲンリツショクインスウジュンゲンオコナジンケンヒソウガクケイカクテキサクゲンオコナ

				○　地方公務員の職員数の純減の状況 チホウコウムインショクインスウジュンゲンジョウキョウ								集中改革プランに基づき、純減目標を△５．７％（～平成２１年度）に設定し職員数の削減を行う。水道会計では県内の類似団体と比べても職員数は多くないが、現業職員の退職後の補充は行わず、現業職員の行っていた業務を民間業者へ委託を行うことにより職員数の削減及び経費の削減に取り組む。（課題①）また、平成２２年度以降についても土佐清水市の方針としてそれまでの状態が維持できるよう計画的に管理する。 シュウチュウカイカクモトジュンゲンモクヒョウヘイセイネンドセッテイショクインスウサクゲンオコナスイドウカイケイケンナイルイジダンタイクラショクインスウオオゲンギョウショクインタイショクゴホジュウオコナゲンギョウショクインオコナギョウムミンカンギョウシャイタクオコナショクインスウサクゲンオヨケイヒサクゲントクカダイヘイセイネンドイコウトホウシンジョウタイイジケイカクテキカンリ

				○　給与のあり方 キュウヨカタ

						◇　国家公務員の給与構造改革を踏
　まえた給与構造の見直し、地域手
　当のあり方 コッカコウムインキュウヨコウゾウカイカクフキュウヨコウゾウミナオチイキテトウカタ						国家公務員の給与構造改革に準じて給与構造の見直しを実施している。 コッカコウムインキュウヨコウゾウカイカクジュンキュウヨコウゾウミナオジッシ

						◇　技能労務職員に相当する職種に
　従事する職員等の給与のあり方 ギノウロウムショクインソウトウショクシュジュウジショクイントウキュウヨカタ						現在、基本的な考え方について検討しており、具体的な取組も含め出来るだけ早期に公表できるよう努力している状況。 ゲンザイキホンテキカンガガタケントウグタイテキトリクミフクデキソウキコウヒョウドリョクジョウキョウ

						◇　退職時特昇等退職手当のあり方 タイショクジトクノボルナドタイショクテアテカタ						退職時の特別昇給については制度なし。 タイショクジトクベツショウキュウセイド

						◇　福利厚生事業のあり方 フクリコウセイジギョウカタ						互助会が実施する福利厚生事業に対する公費支出の削減を行い、又、個別事業の見直しも行っている。 ゴジョカイジッシフクリコウセイジギョウタイコウヒシシュツサクゲンオコナマタコベツジギョウミナオオコナ

		２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
　民間委託の推進やＰＦＩの活用等 ブッケンヒサクゲンシテイカンリシャセイドカツヨウトウミンカンイタクスイシンカツヨウナド

				○　維持管理費等の縮減その他経営効率
　化に向けた取組 イジカンリヒトウシュクゲンタケイエイコウリツカムトリクミ								施設の総合的な維持管理を行うことにより漏水を小規模のうちに発見、修繕をし、大規模な漏水修理を防ぐことで経費の削減を図る。（課題②） シセツソウゴウテキイジカンリオコナロウスイショウキボハッケンシュウゼンダイキボロウスイシュウリフセケイヒサクゲンハカカダイ

				○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用 シテイカンリシャセイドカツヨウトウミンカンイタクスイシンカツヨウ								検針、集金等は民間委託を行っている。現業職員の退職後は職員の補充はせず、民間業者に委託をしていく。 ケンシンシュウキントウミンカンイタクオコナゲンギョウショクインタイショクゴショクインホジュウミンカンギョウシャイタク

		Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき） ケイエイケンゼンカカンセサク

		項　　　　目 コウメ										具　体　的　内　容 グカラダマトナイカタチ

		３　コスト等に見合った適正な料金水準への
　引上げ、売却可能資産の処分等による歳入
　の確保 トウミアテキセイリョウキンスイジュンヒアバイキャクカノウシサンショブントウサイニュウカクホ										料金収入は人口減により減少の見込みである。平成10年7月に料金改定を行ったが、近隣市町村と比較して料金は高くない。この計画の中では料金改定は計画されていないが、今後の状況により改定の検討も必要になってくると思われる。 リョウキンシュウニュウジンコウゲンゲンショウミコヘイセイネンガツリョウキンカイテイオコナキンリンシチョウソンヒカクリョウキンタカケイカクナカリョウキンカイテイケイカクコンゴジョウキョウカイテイケントウヒツヨウオモ

				○　料金水準が著しく低い団体にあって
　は、コスト等に見合った適正な料金水
　準への引き上げに向けた取組 リョウキンスイジュンイチジルヒクダンタイトウミアテキセイリョウキンミズジュンヒアムトリクミ

		４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入 ケイエイケンゼンカザイムジョウキョウカンジョウホウコウカイスイシンギョウセイヒョウカドウニュウ

				○　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開 ケイエイケンゼンカザイムジョウキョウカンジョウホウコウカイ								集中改革プランはＨＰ等で公表している。 シュウチュウカイカクトウコウヒョウ

				○　行政評価の導入 ギョウセイヒョウカドウニュウ								平成１７年度より実施している。 ヘイセイネンドジッシ

		５　その他 タ										未収金の徴収対策として、滞納者への催告書の送付、その後の追跡調査等により催告後も納入のない者には、電話による納入依頼、停水措置等をより厳しく行うことにより、１８年度の未収料金２７，１１０千円のうち、年間３００千円（約１．１％）の増収を見込む。（課題③） ミシュウキンチョウシュウタイサクタイノウシャサイコクショソウフゴツイセキチョウサトウサイコクゴノウニュウモノデンワノウニュウイライテイスイソチトウキビオコナネンドミシュウリョウキンセンエンネンカンセンエンヤクゾウシュウミコカダイ

		　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱに付した チュウジョウキクブンオウザイムジョウキョウブンセキケイエイカダイカカカクカダイタイオウセサクグタイテキキニュウサイカダイタイオウセサクアキフ

		　　　課題番号を引用しつつ、記入すること。 カダイバンゴウインヨウキニュウ

		　　２　上記に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標等」にその改善額を記入すること。 ジョウキキニュウカクシュセサクトウガイトリクミコウカカイゼンガクサンシュツカノウコウモククリアゲショウカントモナケイエイカイカクコウカネンドベツモクヒョウトウカイゼンガクキニュウ

		　　　なお、当該改善額が対前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減など）については、当該改善額の算出方法も併せて上記各欄に記入すること。 トウガイカイゼンガクタイゼンネンドヒカクサンシュツコウモクシサンバイキャクシュウニュウコウジシュクゲントウガイカイゼンガクサンシュツホウホウアワジョウキカクランキニュウ

		　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅴ①

		

		Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果 クリアゲショウカントモナケイエイカイカクソクシンコウカ

		１　主な課題と取組み及び目標 オモカダイトリクミオヨモクヒョウ

				課　題 カダイ										取　組　み　及　び　目　標 トリクミオヨメヒョウ

				②　維持管理費等の節減 イジカンリヒトウセツゲン										施設の総合的な維持管理を行うことにより、漏水を小規模のうちに発見、修繕をし、大規模な漏水修理を防ぐことで経費の削減を図る。 シセツソウゴウテキイジカンリオコナロウスイショウキボハッケンシュウゼンダイキボロウスイシュウリフセケイヒサクゲンハカ

				③　未収金の徴収強化 ミシュウキンチョウシュウキョウカ										未収金の徴収対策として、滞納者への催告書の送付、その後の追跡調査等により催告後も納入のない者には、電話による納入依頼、停水措置等をより厳しく行うことにより、１８年度の未収料金２７，１１０千円のうち、年間３００千円（約１.１％）の増収を見込む。 ミシュウキンチョウシュウタイサクタイノウシャサイコクショソウフゴツイセキチョウサトウサイコクゴノウニュウモノデンワノウニュウイライテイスイソチトウキビオコナネンドミシュウリョウキンセンエンネンカンセンエンヤクゾウシュウミコ

				　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。 チュウジョウキカクコウモクトアケイエイカダイタイオウトリクミカカケイエイケンゼンカカンセサクカクコウモクガイトウタイオウカンケイワキニュウ

				　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ

		２　年度別目標等　　※ 次頁以下（１）から（５）までの各事業別様式を参考に、以下の考え方に沿って策定すること。 ネンドベツモクヒョウトウジページ

				（各事業共通留意事項） カクジギョウキョウツウリュウイジコウ

				　１．次頁以下の各事業別様式は、「年度別目標」を策定するに当たって参考となるよう例示的な様式を示したものであり、２に掲げた項目以外は必ずしも全ての項目に記入を要するものではなく、各団体の各事業の ジページイカカクジギョウベツヨウシキネンドベツモクヒョウサクテイアサンコウレイジテキヨウシキシメカカコウモクイガイカナラスベコウモクキニュウヨウカクダンタイカクジギョウ

				　　状況にあわせて記入可能な項目のみ記入し又は独自の取組に応じた項目を立てて記入することは差し支えないものであること。 ジョウキョウトリクミオウコウモクタキニュウサツカ

				　２．各事業別様式は参考例示ではあるが、各様式中の「目標又は実績」欄の項目のうち、職員数、行政管理経費（人件費、物件費、維持補修費等）に該当する項目並びに累積欠損金比率及び企業債現在高は、年度別 カクジギョウベツヨウシキサンコウレイジカクヨウシキチュウモクヒョウマタジッセキランコウモクショクインスウギョウセイカンリケイヒジンケンヒブッケンヒイジホシュウヒトウガイトウコウモクナラルイセキケッソンキンヒリツオヨキギョウサイゲンザイダカネンドベツ

				　　目標策定に際して必須項目とされているので漏れがないよう留意すること。なお、これらの項目のうち、職員数、行政管理経費については、各団体(事業)の取組状況に応じて、適宜、細分化（例：職員数→職種別 モクヒョウサクテイサイヒッスコウモクショクインスウギョウセイカンリケイヒ

				　　に区分、正職員と臨時職員とを分離計上等）することは差し支えないこと。 ハナレケイジョウトウサツカ

				　３．「目標又は実績」欄の項目中、「職員数」については、前年度との比較によりその増減数を各年度の「増減数」欄に計上するとともに、計画期間中の「増減数」の合計は「計画合計」欄に計上し、計画前５年間 モクヒョウマタジッセキランコウモクチュウショクインスウゼンネンドヒカクゾウゲンスウカクネンドゾウゲンスウランケイジョウケイカクキカンチュウゾウゲンスウゴウケイケイカクゴウケイランケイジョウケイカクマエネンカン

				　　の「増減数」の合計は「計画前５年間実績」欄に計上すること。 ゾウゲンスウゴウケイケイカクマエネンカンジッセキランケイジョウ

				　４．「目標又は実績」欄の項目の見直し施策実施に係る「改善額」は、原則として、当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後も継続するものとして、その後の各年度の改善額 モクヒョウマタジッセキランコウモクミナオセサクジッシカカカイゼンガクゲンソクトウガイミナオセサクジッシネンドゼンネンドヒカクサンシュツカイゼンコウカゴケイゾクゴカクネンドカイゼンガク

				　　を計上すること。 ケイジョウ

				　５．４による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目（資産売却益、工事コスト縮減等）については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」 カイゼンガクタイゼンネンドヒカクサンシュツコウモクカイゼンコウカタンネンドカギコウモクシサンバイキャクエキコウジシュクゲントウトウガイカイゼンガクトウガイミナオセサクジッシネンドカイゼンガク

				　　欄に計上すること。またその場合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。 ランケイジョウ

				　６．計画期間中に実施した見直し施策に係る「改善額」の合計については「計画合計」欄に計上すること。また、計画前５年間に実施した見直し施策に係る「改善額」の合計については「計画前５年間実績」欄に ケイカクキカンチュウジッシミナオセサクカカカイゼンガクゴウケイケイカクゴウケイランケイジョウケイカクマエネンカンジッシミナオセサクカカカイゼンガクゴウケイケイカクマエネンカンジッセキラン

				　　計上すること。 ケイジョウ

				　７．「改善額　合計」欄及び「計画前５年間改善額　合計」欄には、それぞれの期間に係る人件費（退職手当以外の職員給与費）その他改善額を計上することが可能なものの合計（「計画合計」及び「計画前５年間 カイゼンガクゴウケイランオヨケイカクマエネンカンカイゼンガクゴウケイランキカンカカジンケンヒタイショクテアテイガイショクインキュウヨヒタカイゼンガクケイジョウカノウゴウケイケイカクゴウケイオヨケイカクマエネンカン

				　　実績」それぞれの合計）を記入すること。その際、同一項目に係る内訳に相当するもの等を重複計上することのないよう留意すること。 カカウチワケソウトウトウチョウフクケイジョウリュウイ

				　８．「(参考) 補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５ 繰上償還希望額等」に記入した「旧資金 サンコウホショウキンメンジョガクランキニュウホショウキンメンジョガクケイカクテイシュツマエイッテイキジュンビキンリドウコウオウサンシュツヨテイガクホショウキンメンジョミコミガククリアゲショウカンキボウガクトウキニュウキュウシキン

				　　運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。 ウンヨウブシキンクリアゲショウカンキボウガクタイオウホショウキンメンジョガクゴウケイランガクテンキ

				　９．以上の他、各事業別様式において、記入を求められている経営指標その他の項目等については各事業別様式の指示（留意事項）に従うこと。 イジョウホカカクジギョウベツヨウシキキニュウモトケイエイシヒョウタコウモクトウカクジギョウベツヨウシキシジリュウイジコウシタガ

				　10．必要に応じて行を追加して記入すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ





Ⅴ②

		

				Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき） クリアゲショウカントモナケイエイカイカクソクシンコウカ

				２　年度別目標等 ネンドベツモクヒョウトウ

				（１）水道事業 スイドウジギョウ

				　　①　年度別目標 ネンドベツモクヒョウ																																（単位：百万円、％） タンイヒャクマンエン

				課　題 カダイ		目標又は実績 メヒョウマタジッセキ								平成14年度 ヘイセイネンド		平成15年度 ヘイセイネンド		平成16年度 ヘイセイネンド		平成17年度 ヘイセイネンド		平成18年度 ヘイセイネンド		計画前５年間
実　績 ケイカクマエネンカンジツツムギ		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド		計画合計 ケイカクゴウケイ

														（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクマエネンド				（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

														（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決算見込） ケツザンミコ

				【収入の確保】 シュウニュウカクホ

						料金改定率 リョウキンカイテイリツ

										改善額（料金の適正化）※１ アラタゼンガクリョウキンテキセイカ

				③		未収金の徴収対策 ミシュウキンチョウシュウタイサク

										改 善 額 アラタゼンガク																0.3		0.3		0.3		0.3		0.3		1.5

						一般会計負担金の額 イッパンカイケイフタンキンガク

										改 善 額（負担金の確保等） アラタゼンガクフタンキンカクホトウ

						資産の有効活用 シサンユウコウカツヨウ

										改 善 額（収入増額） アラタゼンガクシュウニュウゾウガク

						その他（　　　　　　） タ

										改 善 額 アラタゼンガク

				【経費の削減】 ケイヒサクゲン

						職員給与費の適正化 ショクインキュウヨヒテキセイカ

								　職員給与費（退職手当以外） ショクインキュウヨヒタイショクテアイガイ

										改 善 額

										給与水準 キュウヨスイジュン

												改 善 額 アラタゼンガク

										その他（　　　　） ホカ

												改 善 額 アラタゼンガク

								　職員給与費（退職手当） テア

						職員数             (人) ショクインスウニン								10		10		10		10		10				11		10		10		10		10

										増 減 数          (人) ゾウゲンスウニン				0		0		0		0		0		0		1		-1		0		0		0		0

				②		維持管理費等(修繕費・材料費等) イジカンリヒトウシュウゼンヒザイリョウヒトウ								86		91		97		92		86				83		83		83		82		82

										改 善 額（適正化） アラタゼンガクテキセイカ																3		3		3		4		4		17

						工事コスト※２ コウジ

										改 善 額（縮減額） アラタゼンガクシュクゲンガク

						その他（　　　　　　） タ

										改 善 額 アラタゼンガク

						累積欠損金比率

								増　減 ゾウゲン

						企業債現在高 キギョウサイゲンザイダカ								1082		1193		1274		1355		1315				1524		1745		1716		1687		1658

								増　減 ゾウゲン						22		111		81		81		-40				209		221		-29		-29		-29

				　注１　「課題」欄については、「１　主な課題と取組み及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 チュウカダイランオモカダイトリクミオヨモクヒョウカダイランバンゴウキニュウ																計画前５年間改善額　合計 ケイカクマエネンカンアラタゼンガクゴウケイ												　改 善 額　　合　計 アラタゼンガクゴウケイ				18.5

				　　２　※１「改善額（料金の適正化）」については、「料金改定に伴う料金増収額」を記入すること。
　　　　※２「工事コスト」については、工法の見直し等による建設コストの縮減（建設改良費の抑制は除く。）を記入すること。
　　３　改善額の算出方法については、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。 カイゼンガクリョウキンテキセイカリョウキンカイテイトモナリョウキンゾウシュウガクキニュウコウジコウホウミナオトウケンセツシュクゲンケンセツカイリョウヒヨクセイノゾキニュウ

																																（参考）補償金免除額 サンコウホショウキンメンジョガク				16

				　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。また、会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。 ヒツヨウオウギョウツイカキニュウ

						②　経営状況 ケイエイジョウキョウ

														平成14年度 ヘイセイネンド		平成15年度 ヘイセイネンド		平成16年度 ヘイセイネンド		平成17年度 ヘイセイネンド		平成18年度 ヘイセイネンド		平成19年度 ヘイセイネンド		平成20年度 ヘイセイネンド		平成21年度 ヘイセイネンド		平成22年度 ヘイセイネンド		平成23年度 ヘイセイネンド

														（計画前５年度） ケイカクマエネンド		（計画前４年度） ケイカクマエネンド		（計画前３年度） ケイカクマエネンド		（計画前々年度） ケイカクゼンゼンネンド		（計画前年度） ケイカクマエネンド		（計画初年度） ケイカクショネンド		（計画第２年度） ケイカクダイネンド		（計画第３年度） ケイカクダイネンド		（計画第４年度） ケイカクダイネンド		（計画第５年度） ケイカクダイネンド

														（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決　算） ケツザン		（決算見込） ケツザンミコ

						給水人口　　　　　（千人） キュウスイジンコウセンニン								18		18		17		17		17		17		17		16		16		16

						年間総有収水量　　（千㎥） ネンカンソウユウシュウスイリョウセン								2602		2546		2460		2397		2362		2334		2356		2350		2350		2350

						公称施設能力　　（㎥／日） コウショウシセツノウリョクヒ								17053		17053		17053		17053		17053		17053		17053		17453		17453		17453

						１日最大配水量　（㎥／日） ニチサイダイハイスイリョウニチ								14856		15508		16437		16437		16446		16468		16450		16450		16450		16450

						最大稼働率　　　　（％） サイダイカドウリツ								87.1		90.9		96.4		96.4		96.4		96.6		96.5		96.5		96.5		96.5

						供給単価　　　　（円／㎥） キョウキュウタンカエン								117		117		124		124		125		125		126		126		127		127

						給水原価　　　　（円／㎥） キュウスイゲンカエン								100		103		112		115		116		118		119		119		120		120

						③　簡易水道事業の統合に係る基本方針 カンイスイドウジギョウトウゴウカカキホンホウシン

						　注　「統合計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論をとりまとめる時期」を具体的に記載すること。 チュウトウゴウケイカクガイヨウジッシマタスクケントウタイセイジッシケントウホウコウセイケツロンジキグタイテキキサイ

												市で管理している水道事業については、すべて事業統合を行い土佐清水市上水道に一本化する。組合営の飲料水供給施設については、地元の意向により現在の体制を継続する。 シカンリスイドウジギョウジギョウトウゴウオコナトサシミズシジョウスイドウイッポンカクミアイエイインリョウスイキョウキュウシセツジモトイコウゲンザイタイセイケイゾク

												統合に向けての検討体制、検討の方向性及び結論の取りまとめについては平成２２年３月までに取りまとめる。 トウゴウムケントウタイセイケントウホウコウセイオヨケツロントヘイセイネンガツト





